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令和 6年度地域包括支援センター事業報告について 
 

地域包括支援センターでは、介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）における介護予防ケ

アマネジメント事業及び地域リハビリテーション活動支援事業、包括的支援事業（総合相談支援事

業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業）、包括的支援事業の重点事業（認

知症総合支援事業、地域ケア会議推進事業）並びに指定介護予防支援事業を実施した。 

また、地域包括支援センターの適切な運営、公正・中立性の確保その他センターの円滑な運営を図

るために地域包括支援センター運営協議会を設置しており、令和 6年度は地域密着型サービス運営委

員会と同日に 3回の会議を開催した。また、地域包括支援センター運営協議会のみ臨時回を 2回開催

した。 

 

○地域包括支援センター設置数 14か所(直営5か所、委託9か所) 

                         (R7.3.31時点) 

圏域 センター名 担当地区 

中部 中部 * 夏見、高根・金杉 

新高根・芝山、高根台 新高根・芝山、高根台 

東部 

    

東部 * 二宮・飯山満、薬円台 

前原 前原 

三山・田喜野井 三山・田喜野井 

習志野台 習志野台 

西部 西部 * 葛飾、中山 

塚田 塚田 

法典 法典 

南部 南部 * 湊町、海神 

宮本・本町 宮本、本町 

北部 北部 * 三咲、松が丘、大穴 

二和・八木が谷 二和、八木が谷 

豊富・坪井 豊富、坪井 

 小室サブセンター 

  ※令和6年10月1日に豊富・坪井地域包括支援センター小室サブセンターを設置した。 

  *で示しているセンターは直営型センター 

 

○地域包括支援センター運営協議会実績 

開催日 議事 

第 1回 

R6.5.14 

(1)介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務の委託について 

(2)令和 5年度地域包括支援センター事業報告について 

(3)令和 6年度地域包括支援センター事業計画及び収支予算について 

(4)船橋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例の一部改正について 

(5)地域包括支援センター受託法人の選定について 

第 2回 

R6.8.19 

(1)介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務の委託について 

(2)令和 6年度在宅介護支援センター訪問調査の結果報告について 

(3)令和 5年度委託型地域包括支援センター事業報告について 

(第 4四半期終了時) 

(4) 地域包括支援センター活動報告（二和・八木が谷地域包括支援センター） 

臨時①（書面） (1)地域包括支援センター受託法人の選定承認について 

資料２ 
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R6.9.5～R6.10.2 (2)受託法人による介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務

の実施の承認について 

臨時② 

R6.12.26 

 

(1)船橋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の全部改

正について 

(2)船橋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の全部改

正内容の具体的な取り扱いについて 

第 3回 

R7.1.23 

(1)介護予防給付及び総合事業に係るケアマネジメント業務の委託について 

(2)令和 6年度委託型地域包括支援センター事業評価について 

(第 3四半期終了時) 

(3)船橋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の一の地

域包括支援センターが担当する区域における第 1 号被保険者の数がおお

むね 6,000 人以上の場合による職員の員数、職種を定める要綱の一部改

正について 

(4)令和 7年度地域包括支援センターの重点事業について 

(5)令和 5年度地域包括支援センター事業報告及び収支決算について 

 

１．介護予防ケアマネジメント事業（第１号介護予防支援事業） 
平成 28 年 3 月 1 日付けで介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）を開始し、各地域包括支

援センターでは、要支援 1、2 と認定された者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者（事業対

象者）に対する介護予防ケアマネジメントを実施した。また、その業務の一部を指定居宅介護支援事

業所に委託して実施した。 

なお、委託料は、1 件につき 1か月 4,791 円、初回加算分は 3,252 円、委託連携加算は 3,252円で

ある。 

また、各地域包括支援センター及び各在護支援センターを基本チェックリストの実施機関として位

置づけ、総合相談支援のなかで、必要に応じて基本チェックリストを実施し、事業対象者であるかの

判定を行った。 

（１）基本チェックリストの実施 

○新規受付 

 R4年度 R5年度 R6年度 

a.地域包括支援センター実施 17件 8件 16件 

うち事業対象者該当 14件 7件 14件 

該当率 82.4％ 87.5％ 87.5％ 

b.在宅介護支援センター実施 1件 0件 2件 

 うち事業対象者該当 0件 0件 2件 

該当率 - - 100% 

合計 a＋b 18件 8件 18件 

うち事業対象者該当 14件 7件 16件 

該当率 77.8％ 87.5％ 88.9％ 

 

○認定期間満了者 
 R4年度 R5年度 R6年度 

a.地域包括支援センター実施 3件 2件 9件 

うち事業対象者該当 1件 2件 9件 

該当率 33.3％ 100％ 100％ 

b.居宅介護支援事業所実施 2件 0件 0件 

 うち事業対象者該当 1件 0件 0件 

該当率 50％ - - 

合計 a＋b 5件 2件 9件 
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うち事業対象者該当 2件 2件 9件 

該当率 40％ 100％ 100％ 

 

（２）介護予防ケアマネジメント 

○実績 

 R4年度 R5年度 R6年度 

介護予防ケアマネジメント件数 22,778件 22,764件 22,237件 

うち委託した数 14,936件  14,354件  13,276件  

委託率 65.6％ 63.1％ 59.7％ 

 

○センター別内訳（直営地域包括支援センター） 

 中部 東部 西部 南部 北部 計 

介護予防ケアマネジメント件数 2,065件 1,453件 1,582件 1,377件 2,099件 8,576件 

うち委託した数 980件 503件 639件 346件 960件 3,428件 

委託率 47.5％ 34.6％ 40.4％ 25.1％ 45.7％ 40％ 

 

○センター別内訳（委託地域包括支援センター） 

 新高根・芝

山、高根台 
前原 

三山・ 

田喜野井 
習志野台 塚田 

介護予防ケアマネジメント件数 2,125件 1,096件 1,439件 1,607件 1,418件 

うち委託した数 1,764件 653件 1,275件 1,414件 838件 

委託率 83% 59.6% 88.6% 88% 59.1% 

 

 
法典 

宮本・本

町 

二和・ 

八木が谷 
豊富・坪井 計 

介護予防ケアマネジメント件数 2,351件 1,317件 1,635件 673件 13,661件 

うち委託した数 1,340件 986件 1,108件 470件 9,848件 

委託率 57% 74.9% 67.8% 69.8% 72.1% 

 

（３）地域リハビリテーション活動支援事業（介護予防ケアマネジメント） 

  介護予防ケアマネジメントにおいて、心身機能を正しく評価した上で、対象者のニーズに合わ

せた適切かつ多様なサービスの提供によって、地域とのつながりを維持するなど、自立支援に資

するケアマネジメントの強化を図ることを目的とし、理学療法士、作業療法士等のリハビリテー

ション専門職がケアマネジャーの居宅訪問時に同行し、自立支援に資する必要な助言等を行っ

た。 

併せて、サービス提供事業所等の専門職を対象とした自立支援ケアマネジメントの推進を図る

研修会についても、本年度については下記のとおり開催をした。 

 

○リハビリテーション専門職の同行訪問実績 

 R4年度 R5年度 R6年度 

事例数 44人 28人 18人 

訪問回数 49回 31回 19回 

 

○自立支援ケアマネジメント研修会 

  

 開催日 研修内容 

令和７年 1月 2４日(金) 多職種の強みを引き出す力を鍛える！ 
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２．包括的支援事業 
（１）総合相談支援事業 

 ①総合相談支援事業 

   地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるよ

う、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活の

実態、必要な支援等を広く把握し、相談を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービ

ス、機関又は制度の利用につなげる等の支援を行った。 

○相談件数（延べ件数） 

内 容 R4年度 R5年度 R6年度 

介護保険その他保健福祉サービス 66,000件 70,161件 78,276件 

権利擁護（成年後見制度等） 2,849件 3,854件 4,973件 

高齢者虐待 3,797件 5,231件 4,851件 

合 計 72,646件 79,246件 88,100件 

 

○センター別内訳（直営地域包括支援センター） 

内 容 中部 東部 西部 南部 北部 計 

介護保険その他保健福祉サービス 2,809件 1,832件 1,919件 9,588件 5,581件 21,729件 

権利擁護（成年後見制度等） 166件 186件 168件 508件 599件 1,627件 

高齢者虐待 75件 246件 175件 828件 807件 2,131件 

合 計 3,050件 2,264件 2,262件 10,924件 6,987件 25,487件 

 

 ○センター別内訳（委託地域包括支援センター） 

内 容 

新高根・

芝山、高

根台 

前原 
三山・ 

田喜野井 
習志野台 塚田 

介護保険その他保健福祉サービス 10,678件 2,019件 7,139件 13,099件 4,707件 

権利擁護（成年後見制度等） 315件 61件 152件 994件 59件 

高齢者虐待 157件 140件 79件 966件 62件 

合 計 11,150件 2,220件 7,370件 15,059件 4,828件 
 
 

内 容 法典 
宮本・ 

本町 

二和・ 

八木が谷 

豊富・ 

坪井 
計 

介護保険その他保健福祉サービス 3,449件 8,073件 3,926件 3,457件 56,547件 

権利擁護（成年後見制度等） 165件 111件 658件 831件 3,346件 

高齢者虐待 89件 631件 437件 159件 2,720件 

合 計 3,703件 8,815件 5,021件 4,447件 62,613件 

 

 

②在宅介護支援センター運営事業 

在宅介護支援センターは、市内に 15 か所、民間事業者への委託により設置しており、地域包

括支援センターの「協働機関」として、地域における身近な相談窓口としての役割を担っている。 

当初は、各地区コミュニティに１か所ずつ（計 24か所）設置していたが、高齢者人口、面積及

び直営センターの設置場所等を考慮し、平成 23 年 4 月以降、在宅介護支援センターを機能強化

し、地域包括支援センターへの移行を図っている。 

また、平成 26 年度末までは在宅介護支援センターを地域包括支援センターの協力機関（ブラ

ンチ）として位置づけていたが、平成 27 年度以降、地域包括支援センターと協働して個別支援
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を行う「協働機関」として位置づけ、全ての在宅介護支援センターに専従・常勤の職員を配置し

た。 

さらに、平成 28 年 3 月付けで総合事業を開始したことに伴い、介護予防・生活支援サービス

事業対象者を判定するための基本チェックリストを在宅介護支援センターで実施できる体制を

整えるため、新たに 1名兼務による職員配置を行い、支援体制の更なる強化を図った。 

 

○相談件数（延べ件数） 

 R4年度 R5年度 R6年度 

相談件数（延べ） 17,106件 17,353件 18,710件 

 

○日常生活圏域別相談件数（延べ件数） 

内 容 中部 東部 西部 南部 北部 計 

在宅介護支援センター設置数 3か所 2か所 2か所 3か所 5か所 15か所 

相談件数（延べ件数） 3,110件 2,751件 2,139件 2,525件 8,185件 18,710件 

 

③相談協力員研修事業 

地域包括支援センター及び在宅介護支援センターの相談協力員としての役割を果たしている

民生委員等を対象に、在宅介護の関する知識の普及のための研修会を 1回開催した。 

  ○実績 

 R4年度 R5年度 R6年度 

開催回数 1回 1回 1回 

参加者数 246人 269人 224人 

 

④介護者向け講習会事業 

要介護者等を介護する家族を対象に、在宅介護の知識や心構え、具体的な介助の方法などを習

得してもらい、介護力の向上及び介護負担の軽減を図ることを目的に、講習会を開催した。 

○実績 

 R4年度 R5年度 R6年度 

開催回数 3回 3回 3回 

参加者数 44人 46人 38人 

※3地域（日常生活圏域）（中央公民館・二和公民館・高根台公民館）にて開催した。 

 

（２）権利擁護事業 

①高齢者虐待防止関係 

高齢者虐待の予防と早期発見・早期対応・再発防止を図るため、また「認知症初期集中支援チ

ーム」の適切、公正かつ中立な運営を確保するため、高齢者虐待防止等ネットワーク運営委員会

を１回、対面にて開催した。また、同運営委員会の所管事務に関する調査・研究を行うため、高

齢者虐待防止等ネットワーク担当者会議を 6回、対面にて開催した。 

○高齢者虐待防止等ネットワーク運営委員会実績 

開催日 議事 

R6.5.23 

① 令和 5年度高齢者虐待通報・対応状況について 

② 認知症初期集中支援チームについて 

③ 高齢者虐待対応及び認知症施策等に係る令和 5 年度事業実績及

び令和 6年度事業計画について 

④ 令和 6年度船橋市地域ケア会議開催計画について 
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○高齢者虐待防止等ネットワーク担当者会議実績 

  

 R4年度 R5年度 R6年度 

開催回数 5回 6回 6回 

臨時会開催数 12回 8回 5回 

検討事例数 19事例 20事例 20事例 

 

○高齢者虐待防止研修会実績 

 

 

 

 

 

②成年後見制度の活用促進 

   認知症高齢者で成年後見制度の利用が必要と認められる際、調査を行い、成年後見制度の申立

てを行える親族がいないと思われる、もしくは、親族がいても申立てを行う意向がないと確認さ

れる場合に市長申立てにつなげる。 

  ○実績 

件数 R4年度 R5年度 R6年度 

新規調査 30件 29件 25件 

類

型 

後見 24件 26件 23件 

保佐 1件 １件  1件 

補助 0件 0件  0件 

合計  25件 27件 24件 

※死亡等による調査終了などがあるため、新規調査件数と合計は一致しない。 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

地域の高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、包括的・継続的なケア体制の構築、

地域における介護支援専門員のネットワークの構築・活用、介護支援専門員に対する日常的個別指

導・相談、地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例等への指導・助言を行った。 

 

①介護支援専門員研修事業 

令和 6年度は、船橋市介護支援専門員協議会との共催により介護支援専門員研修、主任介護支

援専門員研修を開催した。本年度は参集での研修を開催した。 

また、知識や能力を高め、主任介護支援専門員同士のネットワーク構築及び介護支援専門員が

主体的に利用者への援助を行うことが出来るよう、例年「主任介護支援専門員地区研修会」を開

催しているが、令和 6年度については、5地区での開催を実施した。 

 

○介護支援専門員研修会実績 

回数 開催日 研修内容 

第１回 令和 6年 6月 14日(金) 「令和 6年度介護保険制度改正と報酬改定の

ポイントについて」 

第２回 令和 6年 11月 21日(木) 「家族問題・重層的支援について」 

 

 

    

開催日 研修内容 

令和 6年 9月 30日(月) 「発見・通報からのチームづくり」 

令和 6年 12月 25日(水) 「虐待をしている養護者のタイプ分類と支援方法」 
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〇主任介護支援専門員地区研修会 

圏域 開催日 研修内容 

中部 令和 6年 8月 27日（火）  

「令和 6年度制度改正について指導事例を通し

て、確認しよう」 

東部 令和 6年 6月 25日（火） 

西部 令和 6年 6月 4日（火） 

南部 令和 6年 7月 23日（火） 

北部 令和 6年 7月 2日（火） 

 

②介護支援専門員支援事業 

地域における個々の介護支援専門員を支援するため、各地域包括支援センターの主任介護支援

専門員等が相談窓口となり、関係機関との連絡調整や指導・助言を行った。 

  ○介護支援専門員相談実績 

相談内容 R4年度 R5年度 R6年度 

ケアマネジメント 316件  407件  587件  

個人の悩み事相談 33件  20件  32件  

高齢者虐待 28件  93件  60件  

困難ケース（虐待以外） 211件  287件  273件  

対人援助技術 34件  37件  36件  

制度説明・その他 290件  370件  401件  

合 計 912件  1,214件  1,389件  

 

（４）認知症総合支援事業 

 ①認知症初期集中支援チーム 

認知症の早期発見・早期対応のために、認知症の疑われる人やその家族を訪問し、医師の指導

の下、地域包括支援センターの保健師等、複数の専門職が専門性を活かしながら、チームとして

支援した。 

なお、平成 28年度は、モデル事業として西部地域包括支援センター内に設置、平成 29年度は

3か所の直営地域包括支援センターにチームを設置し、市内全域に対象を拡大し実施した。 

平成 30 年度から 5 か所全ての直営地域包括支援センターに担当チームを設置し、継続した事

業として、圏域ごとに対応できる支援体制を構築している。 

また、認知症相談など他の事業との連携・連動を図り、シームレスな支援体制を構築した。 

 

 ②認知症地域支援推進員 

認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らし続けることができるよう、地域の実情に応じ

て、関係機関との連携支援や、認知症に関する事業の企画立案等を行う認知症地域支援推進員を

各地域包括支援センターに兼務で配置している。令和 6 年度は新たに 5 名の職員が研修を受け、

配置を行った。 

 

 ③認知症高齢者徘徊模擬訓練 

   地域の見守りと支え合い体制の推進を図るため、各地域包括支援センターの認知症地域支援推

進員が中心となり、地域と協働しながら「認知症高齢者徘徊模擬訓練」を行った。 

地域ケア会議を主体として組織した実行委員会により平成 28 年度から行ってきたが、令和 4

年度に市内全 24 コミュニティの訓練を完了したため、令和 5 年度からは全て自主開催となって

いる。 
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  〇実績    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）地域ケア会議推進事業 

①地域ケア会議を主体とした講演会 

地域づくりの一環として、また地域ケア会議の普及啓発を目的として、地域ケア会議が主体と

なり市民向けの講演会を開催した。 

令和 6年度は 20地区において 20 回の講演会等を開催した。 

 

地区名 開催日 講演内容 

高根・金杉 令和 6年 10月 29日(火) 認知症予防法を学ぶ～コグニサイズの実践～ 

新高根・芝山 令和 6年 11月 19日(火) あなたの「やりたい」を実現できる自助努力 

高根台 令和 7年 2月 8日(土) 成年後見制度について 

二宮・飯山満 令和 7年 2月 8日(土) 健康長寿のカギは“フレイル予防”～人生 100

年時代を自分らしく生きるために～ 

薬円台 令和 6年 9月 27日(金) 認知症の早期発見について。認知症になった

らどうしたらいいの？ 

前原 令和 7年 2月 8日(土) 知って備える認知症 

三山・田喜野井 令和 6年 11月 7日(木) 健康寿命をのばそう〜明日から取り組む日常

習慣～ 

習志野台 令和 6年 10月 26日(土) 健康ウォーキング講座「良い歩き方を知る」 

葛飾 令和 6年 10月 29日(火) 認知症家族の、生の声を聴こう 

中山 令和 6年 10月 30日(水) 悪質商法・契約トラブルと対処法 

塚田 令和 7年 2月 26日(水) 「生活―病気―医療」どう向かい合うのか～

在宅医療の視点から～ 

法典 令和 6年 10月 26日(土) 多彩な資源が織りなす地域ネットワークづく

り 

湊町 令和 6年 11月 29日(金) 認知症の正しい理解と正しい向き合い方 

宮本 令和 6年 12月 5日(木) 認知症の症状等の理解を通じた支援のあり方 

松が丘 令和 6年 10月 22日(火) 歩行による体づくり ～歩行と筋トレのマリ

アージュ～ 

大穴 令和 7年 3月 21日(金) 認知症における音楽療法の効果について 

二和 令和 6年 10月 15日(火) 健康寿命を延ばすために 

八木が谷 令和 7年 2月 25日（火） 地域での見守りと支援の大切さ～整理現場

から見えてくるもの～ 

豊富 令和 6年 6月 8日（土） 知ろう！在宅療養 ～病気になっても家で暮

らしていけますか？～ 

坪井 令和 7年 2月 16日(日) 安否確認のその後 地域で支援できること

は？ 

 

地区名 実施日時 実施場所 参加者数 

西部圏域（自主開催） 
令和 6年 9月 19日（木） 

13時 30分～15時 00分 
イオンモール船橋 37人 

本町地区（自主開催） 令和 6年 11月 28日（木） 中央公民館 54人 

習志野台地区（自主開

催） 

令和 6年 12月 20日（金） 

11時 00分～17時 10分 
習志野台第二小学校 139人 

合 計 参 加 者 数 230人 
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②自立支援ケアマネジメント検討会議 

介護予防ケアプランの自立支援強化を図り、高齢者の QOL（生活の質）の向上につなげるため、

理学療法士、作業療法士等の専門職で構成される自立支援ケアマネジメント検討会議を開催し、

多職種（8 職種及び生活支援コーディネーターが助言者として参加）の視点からケアマネジャー

への助言を行った。 

なお、本事業は、リハビリテーション専門職の同行訪問事業（介護予防・日常生活支援総合事

業における地域リハビリテーション活動支援事業）と連動させて実施した。 

 

○開催状況 

 R4年度 R5年度 R6年度 

開催回数 22回 24回 24回 

検討事例数 35事例 36事例 29事例 

 

３．指定介護予防支援事業 
要支援 1、2 と認定された者に対する介護予防支援を実施した。また、その業務の一部を居宅介護

支援事業所に委託して実施した。 

なお、委託料は、1 件につき 1か月 4,791 円、初回加算分は 3,252 円、委託連携加算は 3,252円で

ある。 

 

○実績 

 R4年度 R5年度 R6年度 

介護予防ケアプランの作成数 22,960件 22,916件 24,041件 

うち委託した数 15,837件 15,096件 15,253件 

委託率 69.0％ 65.9％ 63.4％ 

 

○センター別内訳（直営地域包括支援センター） 

 中部 東部 西部 南部 北部 計 

介護予防ケアプランの作成数 1,802件 1,818件 1,375件 1,701件 2,260件 8,956件 

うち委託した数 882件 805件 610件 602件 1,063件 3,962件 

委託率 48.9％ 44.3％ 44.4％ 35.4％ 47％ 44.2％ 

 

○センター別内訳（委託地域包括支援センター） 

 新高根・

芝山、高

根台 

前原 
三山・ 

田喜野井 
習志野台 塚田 

介護予防ケアプランの作成数 2,439件 1,594件 1,796件 1,589件 1,240件 

うち委託した数 1,929件 1,293件 1,428件 1,354件 763件 

委託率 79.1% 81.1% 79.5% 85.2% 61.5% 

 

 
法典 

宮本・本

町 

二和・ 

八木が谷 

豊富・坪

井 
計 

介護予防ケアプランの作成数 1,808件 1,490件 2,185件 944件 15,085件 

うち委託した数 1,240件 1,176件 1,427件 681件 11,291件 

委託率 68.6% 78.9% 65.3% 72.1% 74.8% 

 


